
指定管理者制度に関するアンケート調査の結果について（概要） 

１ 調査目的 

   帯広市における指定管理者制度の運用について、指定管理者の現状及び意見を把握し、次期選定に向け

て課題等を整理し、対応を検討する際の参考とするもの。 

 

２ 調査対象 

   帯広市の指定管理者３０施設（指定管理者２７団体）に対して調査を実施し、全ての団体から回答を得

た。 

 

３ 調査期間 

   令和２年１１月～１２月 

 

４ 調査内容 

 Ⅰ 制度運用に対するご意見・ご提案について 

   帯広市の指定管理者制度全般（募集要項・仕様書、指定管理料、リスク分担、施設管理、モニタリング、

指定期間、利益の還元、目標値・要求水準の設定、利用料金制・使用許可権限付与等）について、現状と

指定管理者の意見を聞くもの。 

 

 Ⅱ 留意事項について 

   指定管理業務の履行に係る「指定管理業務実施上の留意事項」の実施状況を調査するもの。 

 

 Ⅲ 働き方改革等について 

   国が進める「働き方改革」に関する取り組み等について、その状況を調査するもの。 

 

５ 調査結果 

 Ⅰ 制度運用に対するご意見・ご提案について 

  １．指定管理者制度全体について 

⑴ 募集要項・仕様書について 

     「募集要項や仕様書において、選定基準や業務の範囲はわかりやすく記載されていましたか。」の

設問に対しては、２９施設（９６.７％）が「はい」と回答した。「いいえ」が１施設（３.３％）で、

「一般管理費の想定割合の明記があるとよい。」などの意見が寄せられた。 

 

⑵ 指定管理料について 

     「指定管理料は、施設目的を達成するのに十分でしたか。」の設問に対しては、１７施設（５６．

７％）が「はい」と回答した。一方で、１２施設（４０．０％）が「いいえ」と回答しており、理

由としては、「施設・設備の老朽化に伴う修繕の増加」などが挙げられた。 

 

⑶ リスク分担について 

     「リスク分担表で設定しているリスクの種類、内容、分担は適切でしたか。」の設問に対しては、

２４施設（８０．０％）が「はい」と回答した。一方で、６施設（２０．０％）が「いいえ」と回



答しており、改善点としては、「金利の激変等の項目を協議事項として欲しい。」、「燃料等の単価の

変動が２０%を越えるまで、指定管理者が負担しなければならない。」などが挙げられた。 

 

⑷ 施設管理について 

     「修繕費について、市側の想定と実際の額に乖離が生じたケースがありましたか。」の設問に対し

ては、１４施設（４６．７％）が「市側の想定額と実際の額は、だいたい同額だった。」と回答した。

一方で、４施設（１３．３％）が「市側の想定額を、実際の額が大きく上回った。」と回答しており、

乖離が生じた理由としては、「過去の修繕費が示されていたが、実際にはそれを上回ったため。」、「想

定外の修繕が発生した。」などが挙げられた。 

 

⑸ モニタリングについて 

     「評価の項目や視点は、わかりやすいものでしたか。」の設問に対しては、２８施設（９３．３％）

が「はい」と回答した。「いいえ」が１施設（３．３％）で、「施設によっては短期的な効率性や現在

の市民サービスという観点だけでは不十分な場合がある。」などの意見が寄せられた。なお、回答の

あった全ての施設においてモニタリングが適切に実施されていた。 

 

⑹ 指定期間について 

     指定期間について新規は３年、通常は５年としている現行の制度について、２２施設（７３.３％）

が「現行のままがよい」と回答した。これは主に５年の指定期間を指しており、理由としては、「中

長期的な見通しをもった安定的な運営管理のため、また予算等への弾力的な対応のため現行の５年が

適切。」などが挙げられた。「現行以外がよい」と回答した８施設（２６.７％）のうち、「２年」と回

答したのは１施設であり、理由としては、「社会環境の変化が速いため。」であった。また、「１０年」、

「７～１０年」、「１０年または永年」と回答したのは６施設であり、理由としては、「安定的な管理

運営と人材確保等のため。」などが挙げられた。 

     

⑺ 利益の還元について 

     「還元する項目や視点・内容はわかりやすいものでしたか。」の設問に対しては、１０施設（３３.

３％）が「はい」と回答した。一方で、２施設（６.７％）が「いいえ」と回答しており、理由とし

ては、「自動販売機については、設置に伴う行政財産使用料を収めているほか、利用者サービスが目

的であり収益目的ではないため、利益の還元になじまない。」などが挙げられた。 

          利益の還元全般に関しては、「企業努力により発生した利益は、施設の修繕や利用者サービス向上

のための研修費等に充てさせて欲しい。」などの意見が寄せられた。 

     ※還元の方法は、原則として現金納付とするが、指定管理者が別途提案する場合には、市と指定管理者との協議 

により決定することとしている。 

 

⑻ 目標値・要求水準の設定について 

     仕様書における業務内容に関する、実際の施設管理状況における問題点などについては、「仕様書

に示された内容の不足部分を企業努力で対応している実態を踏まえ、次期の指定管理業務に反映する

など対応して欲しい。」などの意見が寄せられた。 

 

２．利用料金制・使用許可権限付与について 



    利用料金制を導入している施設においては、情報発信や宣伝活動、開館日の調整等による施設利用促

進の取り組みが実施されており、課題としては、「利用料金が安すぎる。」などの意見が寄せられた。 

    使用許可権限を付与している施設からは、「許可に係る時間を短縮することが出来ている。」などの声

があった。 

 

 Ⅱ 留意事項について 

１．再委託について 

   再委託を行っている２６施設の全てにおいて、契約は書面により行われていた。 

 

２．人件費について 

    従業員への支払単価と市の積算単価の比較では、事務職（正規・非正規）で支払い単価が１割以上高

かった一方で、技術職（非正規）及び保育士（正規）、単純労務職（非正規）で、支払い単価が１割以

上低かった。 

    ２８施設（９３．３％）の施設が、従業員の賃金について適正な水準と考えているが、市の積算単価 

を賃金支払いの目安とし、概ねそのとおり支払っている施設は１６施設（５３．３％）、目安としつつ 

もそのとおりには支払っていない施設は１１施設（３６．７％）、目安としていない施設は２施設（６． 

７％）となっている。市の積算単価で支払いをしていない理由としては、指定管理受託会社の「就業規 

則や賃金体系等と合わない」（６０．０％）、「市からの受託業務以外の業務もあり、均衡が取れない」 

（４０．０％）という理由が多かった。 

 

３．労働者の雇用拡大について 

    多くの施設で、地元労働者及び季節労働者の積極的な雇用に配慮していることが確認された。 

 

４．雇用通知書（労働条件通知書）の発行について 

    全ての施設が「書面で交付した」と回答し、適切に対応されていることが確認されたものの、再委託

先において雇用通知書が交付されるよう周知を行っていない施設が５施設（１６.７％）あった。 

 

５．年次有給休暇の付与について 

    ２３施設（７６．７％）が年次有給休暇付与及び取得に関する規定を設けており、６施設（２０.０％）

が付与に関する規定のみを設けていると回答したほか、１施設（３．３％）が「規定は設けていない」

と回答した。 

    また、年１０日以上の有給休暇が付与された従業員のいる２７施設（５４５人）のうち、年５日以上

取得した従業員がいるのは２５施設（５００人）であった。 

 

６．法定保険の加入状況について 

    全ての施設で、加入義務のある従業員全員が加入しており、適切に実施されている。 

 

７．業務に要する経費の内訳について 

    支出のうち、最も大きい割合を占めるのが人件費となっているのは１７施設（５６．７％）、維持管

理費となっているのが１０施設（３３.３％）であった。 

 



Ⅲ 働き方改革等について 

 １．非正規職員の処遇改善等について 

⑴ 非正規職員の労働条件等の改善について 

労働条件について「改善する予定がある。」と回答したのは１９施設（６３．３％）で、改善したい 

項目では、「賃金・手当」が２４施設（９６．０％）、次いで有給休暇、福利厚生がともに８施設（３２. 

０％）(複数回答有)となった。 

 

⑵ ⑶非正規職員の正規雇用化について 

    非正規職員の正規雇用化について、「正規雇用化を進める予定」と回答したのは１３施設（４６.

４％）、「正規雇用化はしない予定」が７施設（２５.０％）、「特に方針はない」が８施設（２８.６％）

となった。 

    正規職員を増やすために必要なことについては、「企業経営の健全化、効率化」が１８施設（６６．

７%）、「景気が回復し、将来の見通しがたつこと。」が１３施設（４８.１％）などとなっている。 

  

２．個人情報の取扱いについて 

   全施設で従業員に対する指導を行うなど、適正に管理されていることがわかった。 

  

３．無期転換ルール対象者への説明状況について 

「無期転換ルールの制度を知っていますか。」の問いに「制度内容を知っており、対応方法も把握し 

ている」と回答したのは２２施設（７３.３％）、「知っているが、内容や方法を把握していない」が６ 

施設（２０.０％）、「知らない」が２施設（６.７％）となった。 

 

 ４．「キャリアアップ助成金」の制度の利用について 

   「キャリアアップ助成金制度を知っていますか。」の問いに、「知っている」と回答したのは２２施設

（７３.３％）、「知らない」が８施設（２６.７％）となった。 

 

 ５．国が進める「働き方改革」に関する取り組みについて 

⑴ 時間外労働の上限規制について 

「労働基準法の改正により、時間外労働の上限規制が導入されたことについて、知っていますか。」 

の問いに、「上限規制の内容を知っており、対応方法も把握している」と回答したのは２７施設（９

０.０％）、「知っているが、内容や対応方法までは把握していない」が３施設（１０.０％）となった。 

 

⑵ 正規労働者と非正規労働者の不合理な待遇差の禁止について 

     待遇差の禁止について、「禁止される内容を知っており、対応方法も把握している」が２０施設（６

６．７％）、「禁止されることは知っているが、内容や対応方法まで把握していない」が９施設（３０．

０％）、「禁止されることを知らなかった」が１施設（３．３％）あった。 

 

６ 調査結果を踏まえて 

   今回は、前回実施した指定管理者制度全般、指定管理者における留意事項についての調査に加え、働き

方改革等についての調査も実施した。 

   指定管理者制度全般についての調査では、老朽化施設の修繕やリスク分担のあり方などについて意見等



があった。また、指定期間について、現行のままでよいとする意見や、施設の特性から１０年以上の長期

とする要望があったほか、利益の還元について見直しを求める意見等があった。 

 

   指定管理者における留意事項についての調査では、留意文書で配慮を求めている内容が一部実施されて

いない施設があったため、引き続き、適切な履行について要請していく必要がある。 

 

   働き方改革等については、各制度について「知らない」と回答した施設もあったことから、周知してい

く必要がある。 

 

次期の指定管理者選定に向けては、本アンケートの結果も参考に、課題を整理し、必要な方策について

検討していきたい。 

 

 

 


